
（平成２３年１０月１９日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 14 件

国民年金関係 6 件

厚生年金関係 8 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 31 件

国民年金関係 17 件

厚生年金関係 14 件

年金記録確認千葉地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



  

千葉国民年金 事案 3881 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 51 年４月から 52 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51 年４月から 52 年３月まで 

    自営業を営んでいた私の夫は、昭和 52 年４月に私と一緒に国民年金

に加入し、毎月夫婦二人分の国民年金保険料を集金人に納付していた。

申立期間の保険料を納付したのに、未納とされていることは納得できな

いので、調査してほしい。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は 12 か月と短期間であり、申立期間前後の国民年金保険料は

納付済みである上、申立期間以降、60 歳で国民年金の被保険者資格を喪

失するまでの期間の保険料は、付加保険料を含めて納付済みである。 

   また、申立期間当時、申立人の事業は順調で、申立期間の前後を通じて

生活状況に大きな変化は無く、保険料を一緒に納付していたとする申立人

の妻は、申立期間の保険料は納付済みであることを考え合わせると、申立

期間の保険料は夫婦共に一括して過年度納付したものと考えるのが自然で

ある。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



  

千葉国民年金 事案 3882 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 58 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58 年１月から同年３月まで 

    私は、昭和 51 年５月に国民年金に加入後、一度も国民年金保険料を

滞納したことは無い。保険料の領収書等は処分したが、きちんと納付し

ているはずであり、申立期間が未納とされていることは納得できないの

で、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 51 年５月に国民年金に任意加入して以降、申立期間を

除き、国民年金加入期間に未納は無いことから、申立人の国民年金保険料

の納付意識の高さが認められる。 

   また、Ａ市の国民年金保険料検認一覧票では、申立人の欄に昭和 57 年

７月に市外転出の記録が確認できるところ、申立人の所持する年金手帳に

おいて、申立人はＢ市に転入後、国民年金の住所変更手続を遅滞なく行っ

ていることが確認できる上、申立期間直前の同年７月から同年 12 月まで

の保険料を同市において納付していることから、任意加入期間の３か月と

短期間である申立期間の保険料は納付していたものと考えるのが自然であ

る。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



  

千葉国民年金 事案 3883 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 47 年 10 月から 48 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47 年 10 月から 48 年３月まで 

    私の父は、私が昭和 45 年３月頃に国民年金の加入手続を行ってくれ、

家族４人分の国民年金保険料を納付してくれていたので、私の保険料だ

けが未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 45 年３月に国民年金に加入して以降、申立期間を除き

未納は無く、申立人の国民年金の加入手続を行い、申立人を含む家族４人

分の国民年金保険料を納付していたとする申立人の父は保険料を完納して

おり、申立人の母及び兄も保険料を完納しているなど、申立人及びその家

族の納付意識の高さが認められる。 

   また、Ａ町（現在は、Ｂ市）の国民年金被保険者名簿の検認記録により、

申立期間直前の昭和 45 年４月から 47 年９月までの申立人とその母の保険

料の納付日が一致していることが確認できることから、申立人家族が一緒

に保険料を納付していたことがうかがえる。 

   さらに、申立人の父、母及び兄は、申立期間の保険料を納付済みである

上、申立人の申立期間の前後の期間は納付済みであり、申立期間は６か月

と短期間であることを考え合わせると、申立期間の保険料は納付していた

ものと考えるのが自然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



  

千葉国民年金 事案 3884 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成７年８月から８年４月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年８月から８年４月まで 

    私は、平成４年４月から 10 年３月までは大学及び大学院に在学して

いたため、国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付には関与して

いないが、父又は母が免除申請や保険料納付を行ってくれていたはずで

ある。申立期間が未納とされていることは不自然さを感じるので確認し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金の加入時期は、申立人の国民年金手帳記号番号の前後

の被保険者の資格記録等から、平成７年１月下旬頃と推認でき、申立期間

の国民年金保険料は納付することが可能である。 

   また、申立期間の保険料を納付していたとする申立人の父は、「社会保

険事務所（当時）から未納保険料があるという通知をもらったので、遅れ

て何度かに分けて保険料を納付した記憶がある。」と述べているところ、

オンライン記録において保険料の収納日が確認できる平成８年５月から

11 年３月までの期間については過年度納付していることが確認でき、申

立人の父の記憶とおおむね一致しており、申立人の父の申述に不自然な点

は見当たらない。 

   さらに、申立期間は９か月と短期間であり、申立期間の前後の保険料は

過年度納付していることから、申立人の父が申立期間の保険料を過年度納

付していたと考えても特段不自然ではない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民 

年金保険料を納付していたものと認められる。 



  

千葉国民年金 事案 3885 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 48 年８月の国民年金保険料については、納付していたも

のと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 
 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48 年８月 

    私は、年金記録において、昭和 48 年４月、同年５月及び同年８月の

国民年金保険料が未納とされていたが、同年４月から同年６月までの

国民年金保険料領収証書が見つかったため同年４月及び同年５月は納

付済みと訂正された。同年６月にＡ市に転入届を行い、Ａ市において、

同年７月分の保険料から納付しており、申立期間のみが未納とされて

いることは不自然であり納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は１か月と短期間である上、申立人は、国民年金加入期間にお

いて申立期間以外に未納は無いことから、納付意識の高さが認められる。 

   また、申立人の所持する国民年金手帳及び国民年金被保険者台帳から、

申立人が昭和 48 年６月にＢ市からＡ市に転入していることが確認できる

ところ、Ａ市では当時の国民年金保険料の取扱いについて、「当時、集金

は２か月ごとに行っており、８月分の保険料は９月分の保険料と同時に８

月に集金することとなっていた。また、７月分以前の保険料についてはこ

の際の直接集金の対象とはしないものの、被保険者からの申出により領収

していた。」と回答していることから、同年９月分の保険料を納付してい

る申立人が申立期間の保険料のみを納付しなかったと考えるのは不自然で

ある。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



  

千葉国民年金 事案 3886 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 54 年１月から同年４月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 54 年１月から同年４月まで 

             ② 昭和 59 年１月から同年６月まで 

    私は、両親が国民年金保険料の特例納付手続を行った前か後かはっき

りとは覚えていないが、区役所に私の保険料の納付について相談に行き、

職員から「保険料は納めてありますよ。」と言われたことを記憶してお

り、区役所から請求されたものは支払っていたので、申立期間①及び②

が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、４か月と短期間である上、オンライン記録にお

いて、申立期間①直前の昭和 52 年 12 月から 53 年 12 月までの国民年金保

険料を現年度納付していることが確認できることから、申立人は直前の期

間と同様に申立期間①の保険料を現年度納付していたと考えても特段不自

然ではない。 

   一方、申立期間②については、オンライン記録によれば、申立期間②直

後の昭和 59 年７月から 60 年２月までの保険料が 61 年８月に一括して過

年度納付されたことが確認できることから、この時点では、申立期間②の

保険料は時効により納付することができなかった事情がうかがえる。 

   また、申立人が申立期間②の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間②の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 54 年１月から同年４月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 



  

千葉厚生年金 事案 4108 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ事業所における資格取得日は、昭和 33 年１月１日であると

認められることから、申立期間の厚生年金保険被保険者資格の取得日に係

る記録を訂正することが必要である。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、１万 8,000 円とすることが

妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33 年１月１日から同年２月 11 日まで 

    私は、昭和 28 年から 41 年までＡ事業所に継続して勤務したが、当初

は、Ｂ（団体）を統括するＣ事業所で厚生年金保険の被保険者資格を取

得しており、その後、Ａ事業所で資格取得している。Ｃ事業所からＡ事

業所に切り替わる際の 33 年１月１日から同年２月 11 日までの被保険者

記録が無いが、その間も継続してＡ事業所に勤務していたので、調査し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「申立期間の前後を通じてＡ事業所に継続して勤務してい

た。」と主張しているところ、Ｃ事業所の健康保険厚生年金保険被保険者

名簿で確認できる複数の当時の被保険者は、「申立人は、申立期間におい

てＡ事業所に継続して勤務していた。」と供述している。 

   また、Ｃ事業所は、昭和 33 年１月１日に厚生年金保険の適用事業所で

なくなっているところ、同日に資格喪失した被保険者 43 名のうち、39 名

はＤ事業所で、１名はＥ事業所でそれぞれ同年１月１日に資格取得してお

り、被保険者期間に欠落があるのは、Ａ事業所で同年２月 11 日に資格取

得した３名（申立人を含む）のみとなっている。 

   さらに、申立人及びＣ事業所の複数の被保険者は、「Ｃ事業所が昭和

33 年１月にＤ事業所に名称変更した。」と供述しているところ、Ａ事業

所の被保険者名簿で確認できる元同僚は、「Ａ事業所の社会保険関係事務



  

は、上部組織であるＤ事業所が行っていた。」と供述している。 

   加えて、Ａ事業所の被保険者名簿には、当該事業所が厚生年金保険の任

意適用事業所になった日が昭和 33 年１月１日と記載されているにもかか

わらず、同日に資格取得した被保険者はおらず、申立人を含む整理番号１

から３までの被保険者は、同年２月 11 日に資格取得しており、当該事業

所に係る年金記録の管理が適切に行われていなかった可能性がうかがえる。 

   これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 33 年１月１日

にＡ事業所における被保険者資格を取得した旨の届出を行ったことが認め

られる。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ事業所における

昭和 33 年２月の社会保険事務所（当時）の記録から、１万 8,000 円とす

ることが妥当である。 



  

千葉厚生年金 事案 4109 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間

に係る標準報酬月額の記録を 47 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62 年６月１日から 63 年４月 15 日まで 

    私は、Ａ社の代表取締役であったが、同社は昭和 63 年３月＊日に倒

産した。申立期間に係る標準報酬月額が 47 万円から 10 万 4,000 円に減

額されているので、調査の上、申立期間の標準報酬月額を 47 万円に戻

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録において、申立人の厚生年金保険被保険者記録について

は、当初、申立人の標準報酬月額の記録は、昭和 62 年６月から 63 年３月

までは 47 万円と記録されていたところ、Ａ社が解散を理由に厚生年金保

険の適用事業所でなくなった同年４月 15 日より後の同年５月２日付けで、

62 年６月に遡って 10 万 4,000 円に引き下げられている。 

   また、当該事業所の閉鎖登記簿謄本により、申立人は代表取締役であっ

たことが確認できるが、上記遡及訂正処理（昭和 63 年５月２日付け）は、

同社がＢ地方裁判所から破産宣告を受けた 63 年４月＊日から約半月後の

ことであり、破産手続開始後は、社会保険事務所への届出に必要な代表者

印は破産管財人の管理下にあり、申立人が代表取締役として当該遡及訂正

処理に関与していたと推認するまでには至らない。 

   これらを総合的に判断すると、当該遡及訂正処理を行う合理的な理由は

無く、標準報酬月額の記録訂正は有効なものとは認められず、申立人の申

立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出たと

おり、47 万円と訂正することが必要である。 



  

千葉厚生年金 事案 4110 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間における厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）

Ｃ支店における資格取得日に係る記録を昭和 48 年５月 29 日に訂正し、申

立期間の標準報酬月額を 13 万 4,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48 年５月 29 日から同年６月４日まで 

    私は、昭和 33 年４月１日にＡ社に入社し、平成６年６月９日に退職

するまで継続して勤務した。昭和 48 年５月 29 日付けでＡ社Ｄ支店から

同社Ｃ支店へ異動となったが、申立期間の厚生年金保険被保険者期間が

欠落しているので、訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録、Ｂ社から提出された社員台帳及び事業主の回答か

ら判断すると、申立人がＡ社に継続して勤務し（昭和 48 年５月 29 日に同

社Ｄ支店から同社Ｃ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店におけ

る昭和 48 年６月の社会保険事務所（当時）の記録から、13 万 4,000 円と

することが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関

連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 



  

千葉厚生年金 事案 4111 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ事業所（現在は、Ｂ社）Ｃ

支店における資格取得日に係る記録を昭和 52 年８月 20 日に訂正し、申立

期間の標準報酬月額を 32 万円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 52 年８月 20 日から同年９月１日まで 

    私は、昭和 52 年８月にＡ事業所Ｄ支店から同事業所Ｃ支店に転勤し

たが、同年８月 20 日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失し、同年９

月１日に資格を取得した記録となっており、申立期間の厚生年金保険被

保険者記録が欠落している。Ａ事業所に記録の修正を依頼したが、同事

業所が社会保険事務所（当時）に修正を申し出たところ、時効により２

年以上経過していることから修正できないとのことであった。第三者委

員会に申し立てるので、被保険者記録を早急に修正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人から提出されたＡ事業所の辞令、Ｂ社から提出された職員原簿及

び雇用保険の加入記録から判断すると、申立人はＡ事業所に継続して勤務

し（昭和 52 年８月 20 日にＡ事業所Ｄ支店から同事業所Ｃ支店に異動）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ事業所Ｃ支店に

係る昭和 52 年９月のオンライン記録から 32 万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は当時の関係資料が無く不明であると回答しており、こ

のほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでない



  

と判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 



 

  

千葉厚生年金 事案 4112 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店

における資格取得日に係る記録を昭和 38 年８月 24 日に訂正し、申立期間

の標準報酬月額を３万 6,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 38 年８月 24 日から同年９月５日まで 

    私は、申立期間のＡ社Ｄ支店から同社Ｃ支店への転勤時に厚生年金保

険の被保険者期間に１か月の欠落があるが、申立期間当時退職した事実

は無く、継続して勤務していたので、調査の上、申立期間を厚生年金保

険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された入社退職の証明書及び経歴一覧表並びに雇用保険の

加入記録から判断すると、申立人は、Ａ社に継続して勤務し（昭和 38 年

８月 24 日に同社Ｄ支店から同社Ｃ支店に異動）、申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店におけ

る昭和 38 年９月の社会保険事務所（当時）の記録から、３万 6,000 円と

することが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び

周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。  

 また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 



 

  

千葉厚生年金 事案 4113 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 40 年４月 27 日から同年５月１日まで

の期間について、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険の資格喪

失日に係る記録を同年５月１日に訂正し、当該期間に係る標準報酬月額を

３万 6,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

また、申立人は、申立期間のうち、昭和 59 年２月 29 日から同年３月１

日までの期間について、船員保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ（部門）における船員保険

の資格喪失日に係る記録を同年３月１日に訂正し、当該期間に係る標準報

酬月額を 36 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の船員保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 40 年４月 27 日から同年５月１日まで 

             ② 昭和 59 年２月 29 日から同年３月１日まで 

    私は、昭和 28 年３月９日にＡ社に入社以来、61 年８月 31 日に退職

するまで継続して勤務していた。その間の厚生年金保険被保険者記録に

おいて、申立期間①及び②が未加入期間となっていることに納得できな

い。調査の上、厚生年金保険被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、申立人から提出されたＡ社発行の在職証明書

及び雇用保険の加入記録から判断すると、申立人は、同社に継続して勤

務し（同社本社から同社Ｃ出張所に異動）、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 



 

  

    なお、異動日については、事業主が、「通常の異動辞令は１日付けが

一般的である。」と回答していることから、昭和 40 年５月１日とする

ことが妥当である。 

    また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る昭和

40 年３月のオンライン記録から、３万 6,000 円とすることが妥当であ

る。 

    なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否か

については、事業主は、申立人の資格喪失日に係る届出を社会保険事務

所（当時）に誤って提出したことを認めていることから、事業主は資格

喪失日を昭和 40 年４月 27 日として届け、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る同年４月の保険料について納入の告知を行っておらず（社

会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保

険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、

申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

  ２ 申立期間②については、申立人から提出されたＡ社発行の在職証明書

から判断すると、申立人は、同社に継続して勤務し（同社Ｂ（部門）か

ら同社本社に異動）、申立期間に係る船員保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められる。 

    なお、異動日については、事業主が、「通常の異動辞令は１日付けが

一般的である。」と回答しているから、昭和 59 年３月１日とすること

が妥当である。 

    また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ（部門）

に係る昭和 59 年１月のオンライン記録から、36 万円とすることが妥当

である。 

    なお、事業主が申立人に係る船員保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は、申立人の資格喪失日に係る届出を社会保険

事務所に誤って提出したことを認めていることから、事業主は資格喪失

日を昭和 59 年２月 29 日として届け、その結果、社会保険事務所は、申

立人に係る同年２月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会

保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険

料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申

立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



 

  

千葉厚生年金 事案 4114 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日は昭和 45 年 11 月 25 日と認め

られることから、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格の取得日に係

る記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45 年 11 月 25 日から同年 11 月 26 日まで 

    私は、日本年金機構が発行した「被保険者記録照会回答票」によると、

Ａ社での資格喪失年月日が昭和 45 年 11 月 25 日、同社Ｂ支店での資格

取得年月日が同年 11 月 26 日となっているが、この間も継続して勤務し

ており、担当者の手続ミスと思われるので、厚生年金保険被保険者記録

を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立人に係る退職証明書、経歴表及び雇用保険の加

入記録により、申立人は同社に継続して勤務し（昭和 45 年 11 月 25 日に

同社Ｃ本社から同社Ｂ支店に異動）、申立期間について厚生年金保険被保

険者であったと認められることから、申立人の同社Ｂ支店における資格取

得日に係る記録を 45 年 11 月 25 日に訂正することが必要である。



 

  

千葉厚生年金 事案 4115 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 43 年９月１日から 44 年 11 月１日ま

での期間について、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ事業所（後に、Ｂ社）における

資格取得日に係る記録を 43 年９月１日、資格喪失日に係る記録を 44 年

11 月１日とし、当該期間の標準報酬月額を 43 年９月から同年 11 月まで

は２万 2,000 円、同年 12 月は２万 4,000 円、44 年１月は２万 2,000 円、

同年２月から同年８月までは２万 4,000 円、同年９月及び同年 10 月は２

万 6,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43 年９月１日から 44 年 12 月１日まで 

    私は、昭和 43 年９月からＡ事業所に勤務していた。同事業所は後に

法人化されＢ社となったが、法人化される前の同年９月から 44 年 11 月

までの期間についての厚生年金保険の加入記録が無いことが分かった。

私の当時の職種はＣ（職種）及びＤ（職種）で、入社当初から、給与計

算の際に厚生年金保険料等の天引きをしていた記憶がある。 

    なお、当時の同僚の中に、厚生年金保険に未加入となっている期間に

ついて、給与から保険料が控除されていたとして、記録訂正が認められ

ている者がいる。申立期間について、私も厚生年金保険の被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間のうち、昭和 43 年９月１日から 44 年 11 月１日までの期間

については、雇用保険の加入記録、元同僚が提出した給料支払明細書に

おいて、43 年９月及び同年 10 月の係印欄に申立人の旧姓である「Ｅ」

と手書きされていること、及び複数の元同僚が申立人以外にＦ姓の社員



 

  

はいなかったと証言していることから、申立人は、当該期間についてＡ

事業所に継続して勤務していたことが認められる。 

    また、給与計算事務を担当していた申立人は、当時、勤務していた従

業員全員から厚生年金保険料を控除していたと主張しているところ、元

同僚の給料支払明細書により、昭和 43 年９月から 44 年 10 月までの給

与から保険料が控除されていることが確認できることから判断すると、

申立人は当該期間に係る保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められる。 

    なお、申立人の当該期間の標準報酬月額については、元同僚の給料支

払明細書の報酬月額及び保険料控除額から、昭和 43 年９月から同年 11

月までは２万 2,000 円、同年 12 月は２万 4,000 円、44 年１月は２万

2,000 円、同年２月から同年８月までは２万 4,000 円、同年９月及び同

年 10 月は２万 6,000 円とすることが妥当である。 

    一方、社会保険事務所（当時）の記録によれば、Ａ事業所は、申立期

間において適用事業所としての記録が無い。 

しかし、当該事業所は、厚生年金保険が適用される業種の事業所で

ある上、申立人及び元同僚の供述により、５人以上の従業員が勤務して

いたことが推認できることから、当時の厚生年金保険法に定める適用事

業所の要件を満たしていたものと判断される。 

    なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否か

については、事業主は社会保険事務所に適用の届出を行っていなかった

と認められることから、申立人の当該期間に係る保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

  ２ 一方、申立期間のうち、昭和 44 年 11 月１日から同年 12 月１日まで

の期間については、複数の元同僚の供述等により、申立人が当該期間も

継続して勤務していたことがうかがえるもの、元同僚が所持する同年

11 月の給料支払明細書によれば、同年 11 月の保険料控除は確認できな

い。 

    このほか、申立人の当該期間における保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

千葉国民年金 事案 3887 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 40 年４月から 47 年３月までの期間及び 57 年 10 月から

61 年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 16 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 40 年４月から 47 年３月まで 

             ② 昭和 57 年 10 月から 61 年３月まで 

    私は、会社を辞めた後、Ａ市Ｂ区役所で国民年金の加入手続を行い、

昭和 40 年４月から 47 年３月までの国民年金保険料を集金人に納付した。

Ｃ市へ転居後も継続して加入し、57 年 10 月から 61 年３月までの保険

料は金融機関で納付した。申立期間①及び②が未加入となっているので、

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、申立人は、会社を退職した後、Ａ市Ｂ区役所

で国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を集金人に納付したと主

張するが、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 48 年１月に社会保

険事務所（当時）からＡ市に払い出された手帳記号番号の一つであり、

申立人の国民年金手帳は同年３月 17 日に発行されていることから、同

日に国民年金の加入手続が行われたと推認でき、申立人の主張とは相違

する。 

    また、申立人は申立期間①当時、厚生年金保険被保険者である夫の配

偶者であることから、申立期間①は国民年金の任意加入対象期間となり、

申立人の国民年金の加入手続時点では遡って任意加入することはできな

いことから、申立期間①は国民年金に任意未加入の期間であり、制度上、

国民年金保険料を納付することができない期間である上、Ａ市の保管す

る申立人の国民年金被保険者名簿において、申立期間①に係る保険料の

納付をうかがわせる記載は確認できない。 



  

 

  ２ 申立期間②については、申立人は昭和 57 年 10 月１日に国民年金の被

保険者資格を喪失し、61 年４月１日に被保険者資格を再取得したこと

が上記手帳に記載されており、オンライン記録とも一致することから、

申立期間②は国民年金に任意未加入の期間であり、制度上、保険料を納

付することができない期間である。 

 

  ３ オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払出簿

検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の手帳記号番号が払い

出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

    また、申立期間①及び②の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間①及び②の保険料を

納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

    これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付してい

たものと認めることはできない。 



  

千葉国民年金 事案 3888 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 40 年８月から 41 年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40 年８月から 41 年６月まで 

    私は、高等学校を卒業後、Ａ区のＢ事業所に住み込みで働いており、

昭和 40 年８月頃、事業主の奥さんが、私の国民年金の加入手続を行い、

国民年金保険料を納付してくれていた。同店を退職するときに年金手

帳を受け取ったのだから、申立期間が未加入とされていることは納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 40 年８月頃、当時勤めていたＢ事業所の事業主の妻が、

申立人の国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付をしてくれていた

と主張しているところ、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の任意加入

者の資格取得日から、申立人の加入手続が行われたのは 41 年８月頃と推

認できる上、特殊台帳、国民年金被保険者名簿及び申立人の所持する年金

手帳では、申立人が国民年金の被保険者資格を同年７月 30 日に取得して

いることが確認でき、オンライン記録と一致していることから、申立期間

は国民年金に未加入の期間であり、制度上、保険料を納付することができ

ない期間である。 

   また、Ｂ事業所の現在の事業主の妻は、「当店は当時から個人事業所で

厚生年金保険に加入しておらず、各個人で国民年金に加入するのが原則で

あり、事業主として加入手続及び保険料の納付をすることは無かった。」

と供述している。 

   さらに、申立人は、申立期間に係る加入手続及び保険料の納付状況につ

いて具体的に記憶していない上、申立期間の保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

千葉国民年金 事案 3889 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 54 年４月から同年６月までの期間、55 年１月から同年６

月までの期間、56 年７月から同年９月までの期間及び平成２年３月の国

民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 54 年４月から同年６月まで 

             ② 昭和 55 年１月から同年６月まで 

             ③ 昭和 56 年７月から同年９月まで 

             ④ 平成２年３月 

    私は、昭和 42 年 12 月に国民年金の加入手続を行い、その後、63 年

９月以外の国民年金保険料は全て自分で納付したはずであり、申立期間

①から④までの期間が未納とされていることが納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①から③までは、連続した年度の一部未納期間であり、特殊台

帳では未納と記録されており、オンライン記録と一致していることが確認

できる上、申立期間④についても、オンライン記録において、国民年金保

険料を納付していたことをうかがわせる形跡は見当たらない。 

   また、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払

出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の国民年金手帳記号

番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   さらに、申立期間は計４回に及び、同一の行政機関が同一人に対して複

数回の記録管理の誤りを繰り返すことは考え難い上、申立人が申立期間①

から④までの保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申

告書等）は無く、ほかに申立期間①から④までの保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間①から④までの国民年金保険料を納付してい

たものと認めることはできない。 



  

千葉国民年金 事案 3890 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 10 年 11 月から 12 年９月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 10 年 11 月から 12 年９月まで 

    私は、平成７年から 15 年までＡ市Ｂ区で一人暮らしをしていたが、

12 年 10 月頃、母に国民年金保険料は納付しておいた方が良いと勧めら

れたため、Ｂ区役所に保険料納付の相談に行ったところ、同区役所職員

に２年前まで遡って納付できると言われたので分割納付を申し出た。後

日、手書きの納付書が郵送されてきて、郵便局の窓口で３回から５回ぐ

らいに分けて納付した。領収書は残っていないが、区役所で相談したと

き渡された書類があるので、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ｂ区役所において国民年金保険料を遡って納付できる期間に

ついて相談したことを示す資料を所持しており、申立内容のとおり同区役

所で未納の保険料について納付の相談を行ったことは推認できる。 

しかし、申立人は相談の際に受け取った、本来、記名捺
なつ

印して区役所に

提出しなければならなかった申立期間の国民年金再加入のための資格取得

届書を現在も所持していることから、相談はしたが資格取得届書は未提出

であったため、申立期間は国民年金に未加入の状態のままであったと認め

られる上、平成 13 年８月 23 日時点におけるオンライン記録の未適用者一

覧表作成記録により、申立期間は国民年金再加入の手続がされておらず、

未加入期間であることが確認されており、制度上、納付書が発行されるこ

とは無い。 

   また、申立期間は平成９年１月の年金制度に基礎年金番号導入後の期間

であり、年金記録管理業務のオンライン化、電算による納付書作成、領収

済通知書の光学式文字読取機による入力等、事務処理の機械化が進んでお



  

り、記録漏れ、記録誤り等が生じる可能性は少ない上、未加入期間に納付

が行われた場合は機械的に過誤納となるが、申立期間についてオンライン

記録に過誤納発生記録は見当たらず、納付が行われた事実はうかがえない。 

   さらに、Ａ市は当時の国民年金事務取扱いについて、「手書きの現年度

保険料の納付書を区役所から郵送することはあったが、過年度保険料の納

付書については区役所から郵送することは一般的ではなく、区役所が社会

保険事務所（当時）に進達した届書により社会保険事務所が郵送してい

た。」と回答しており、この回答どおり申立人が所持している資格取得届

書は２枚複写の届書で、２枚目は社会保険事務所への進達用となっており、

備考欄には「過年度分割納付する」と記入されていて、区役所が申立人か

ら資格取得届書が提出されたら社会保険事務所に過年度保険料の納付書の

発行を依頼しようとしていたことがうかがわれ、区役所から過年度保険料

を含む申立期間の納付書が送られてきたという申立人の申述とは相違する。 

   加えて、申立人は納付した金額を 10 万円台ぐらいだったかもしれない

と述べているが、申立期間の納付に必要な金額は 30 万 5,900 円であり大

きく相違している上、申立人の母からも送金の額及び具体的な内訳につい

て明確な証言は得られない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

千葉国民年金 事案 3891 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成元年 12 月から２年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年 12 月から２年３月まで 

    私は、平成元年 12 月頃、母が私の国民年金の加入手続を行い、厚生

年金保険に加入するまでの４か月間の国民年金保険料を納付してくれた

と聞いているので、申立期間が未加入とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金の記号番号は、オンライン記録上、Ａ市及びＢ市にお

いてそれぞれ別の記号番号が払い出されたことが確認できるものの、平成

３年７月頃にＡ市で払い出された記号番号は、国民年金の被保険者資格を

同年４月１日付け取得として付番されたが、この時点で申立人は厚生年金

保険の被保険者であることから重複加入となり、当該記号番号に係る国民

年金の資格記録は同年８月７日に取り消され、申立人は手番無効者として

取り扱われており、申立期間に係る納付書が交付されたとは考え難い。 

   また、申立人は、申立期間当時短期大学生であったが、平成３年３月以

前の学生期間は国民年金の任意加入対象期間であることから、８年９月頃

にＢ市で記号番号が払い出された時点では、遡って任意加入することはで

きず、申立期間は国民年金に任意未加入の期間であり、制度上、国民年金

保険料を納付することができない期間である。 

   さらに、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号

払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に申立期間の保険料納

付の前提となる上記以外の記号番号が払い出されたことをうかがわせる事

情は見当たらない。 

   加えて、申立人は国民年金の加入手続及び保険料の納付に直接関与して

おらず、申立人の加入手続及び保険料を納付したとする申立人の母は、



  

「申立人の年金手帳が交付されたことは記憶しているが、保険料の納付先、

納付時期、納付金額等は覚えていない。」と申述しており、申立期間の保

険料の納付状況は不明である上、申立期間の保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

千葉国民年金 事案 3892 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成７年４月から９年５月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年４月から９年５月まで 

    私は、勤務している会社が厚生年金保険の適用事業所となるまでは、

国民年金に加入し、国民年金保険料を納付していたはずであり、申立期

間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、勤務する会社が厚生年金保険の適用事業所となった後に、市

役所から国民年金保険料の納付書が送付されてきたので、申立期間の保険

料を納付したと述べているところ、オンライン記録によれば、申立期間直

後の平成９年６月及び同年７月の保険料を、勤務する会社が厚生年金保険

の適用事業所となった約２年後の 11 年７月に過年度納付していることが

確認できることから、この時点では、申立期間の保険料は時効により納付

することができない。 

   また、平成９年１月以降は基礎年金番号制度導入後の期間であることか

ら、年金記録管理業務のオンライン化、電算による納付書作成、領収済通

知書の光学式文字読取機による入力等、事務処理の機械化が進んでおり、

記録漏れ、記録誤り等が生じる可能性は少ない。 

   さらに、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

千葉国民年金 事案 3893 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 45 年１月から 50 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45 年１月から 50 年３月まで 

    私の国民年金については、養母が加入手続を行い、結婚するまでの国

民年金保険料も養母が納付してくれた。養母から渡された年金手帳には、

国民年金の被保険者資格取得日が昭和 45 年＊月＊日と記載されている

にもかかわらず、申立期間が未納とされているのは納得できないので、

調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の養母が国民年金の加入手続を行い、申立期間の国民

年金保険料を納付してくれたと主張しているところ、申立人の国民年金手

帳記号番号は、その前後の任意加入者の資格取得日から、昭和 50 年４月

頃に払い出され、申立人の国民年金の加入手続は同時期に行われたことが

推認できる。 

   また、申立人の国民年金の加入手続が行われた昭和 50 年４月頃は、第

２回特例納付の実施期間中であり、申立期間の保険料を特例納付及び過年

度納付により納付することは可能であるが、申立人は、申立期間の保険料

納付に直接関与しておらず、申立人の養母は既に亡くなっていることから、

申立期間の保険料の納付状況は不明である。 

   さらに、申立人の養子縁組前の氏名を含めて、オンラインシステムによ

る氏名検索及び国民年金手帳記号番号払出簿による縦覧調査を行った結果、

申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当

たらない。 

   加えて、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

千葉国民年金 事案 3894 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 57 年８月から 61 年３月までの期間、62 年２月から 63 年

３月までの期間、同年 12 月から平成元年７月までの期間、２年１月から

同年４月までの期間、４年４月から同年７月までの期間、６年６月、８年

10 月から９年３月までの期間、10 年５月から同年 12 月までの期間、14

年５月から同年 12 月までの期間及び 16 年１月の国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 37 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 57 年８月から 61 年３月まで 

             ② 昭和 62 年２月から 63 年３月まで 

             ③ 昭和 63 年 12 月から平成元年７月まで 

             ④ 平成２年１月から同年４月まで 

             ⑤ 平成４年４月から同年７月まで 

             ⑥ 平成６年６月 

             ⑦ 平成８年 10 月から９年３月まで 

             ⑧ 平成 10 年５月から同年 12 月まで 

             ⑨ 平成 14 年５月から同年 12 月まで 

             ⑩ 平成 16 年１月 

    私は、市役所の年金課から何度も催促されたので、自分で国民年金の

加入手続を行い、平成９年頃までは自分で、10 年以降は妻が国民年金

保険料を納付していたはずであるのに、申立期間が未納とされているこ

とは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、２回払い出されており、１回目の手

帳記号番号は、その前後の任意加入者の資格取得日から昭和 61 年２月頃

にＡ市で払い出されたことが確認でき、２回目の手帳記号番号は、国民年

金手帳記号番号払出簿により、平成元年５月 26 日に社会保険事務所（当



  

時）からＢ市に払い出された手帳記号番号の一つであることが確認できる

ことから、申立人が最初に国民年金の加入手続を行ったのは昭和 61 年２

月頃であると推認でき、申立期間①の一部は、時効により国民年金保険料

を納付することができない期間である。 

   また、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払

出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の手帳記号番号が払

い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   さらに、申立期間②、③及び④については、オンライン記録において、

平成６年１月 20 日に厚生年金保険の被保険者記録が統合されたことによ

り発生した未納期間であることが確認でき、同時点で時効により保険料を

納付することができない期間である。 

   加えて、申立期間は 10 回、合計 98 か月と長期間に及んでおり、申立人

及びその妻は、厚生年金保険から国民年金への切替手続、保険料の納付時

期、納付金額等に関する記憶が曖昧である上、申立期間の保険料を納付し

ていたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立

期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

千葉国民年金 事案 3895 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 47 年７月から 55 年３月までの付加保険料を含む国民年金

保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 47 年７月から 55 年３月まで 

    私は、Ａ市に転居した直後の昭和 47 年７月頃に、Ａ市役所の窓口で

国民年金の加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料は、付加保険料

とともにＡ市役所またはＢ区役所の窓口で定期的に納付していたはずで

あり、未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 47 年７月頃に国民年金の加入手続を行い、申立期間の

国民年金保険料を付加保険料とともに納付したと主張しているところ、申

立人の国民年金手帳記号番号は、前後の任意加入者の資格取得日から 55

年３月頃に払い出され、同時期に申立人の加入手続が行われたと推認でき、

申立人の主張と相違している。 

   また、申立人の手帳記号番号が払い出された昭和 55 年３月頃は、第３

回特例納付の実施期間中であるが、Ｃ区が保管する第３回特例納付に係る

「附則４条納付者リスト」に申立人の氏名は存在せず、申立人は、「過去

の保険料を遡って納付したことは無い。」と供述している。 

   さらに、申立人は、「昭和 47 年頃に国民年金の加入手続と同時に付加

保険料納付の申出を行った。」と供述しているが、申立人が所持する年金

手帳の国民年金の記録欄には、55 年３月 19 日に付加保険料納付の申出を

行った記載があり、制度上、同年２月以前の付加保険料は遡って納付する

ことはできない。 

   加えて、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号

払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立期間の保険料を現年度納

付する前提となる別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせ



  

る事情は見当たらない上、申立期間の保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

千葉国民年金 事案 3896 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成３年 10 月から４年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 46 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年 10 月から４年３月まで 

    私の母は、私の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付し

てくれたので、申立期間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の母が平成３年 10 月頃に国民年金の加入手続を行っ

たと主張しているところ、申立人が所持する年金手帳に記載された国民年

金手帳記号番号は、その前後の被保険者の加入記録から８年６月頃に払い

出され、同時期に申立人の加入手続が行われたと推認でき、同時点では、

申立期間の保険料は時効により納付できない。 

   また、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払

出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立期間の国民年金保険料を納

付する前提となる別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせ

る事情は見当たらない。 

   さらに、申立人の国民年金の加入手続及び保険料を納付していたとする

申立人の母は、加入手続の時期、保険料の納付方法、納付金額等について

記憶しておらず、保険料の納付状況は不明である。 

   加えて、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

千葉国民年金 事案 3897 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 63 年４月から同年 11 月までの期間及び平成２年２月から

同年６月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認

めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 37 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 63 年４月から同年 11 月まで 

             ② 平成２年２月から同年６月まで 

    私は、平成２年２月にＡ事業所を退職後、すぐに国民年金の加入手続

を行い、同月から国民年金保険料を自分で納付した。また、加入手続の

際に、昭和 63 年４月から同年 11 月までの未納に気付き、その期間の納

付書を送付するように依頼し、送付された納付書で父が保険料を納付し

た。申立期間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の所持している年金手帳に記載された国民年金手帳記号番号は、

前後の被保険者の加入記録により、平成８年１月頃に払い出され、申立人

は、同時期に国民年金の加入手続を行ったと推認でき、同時点では、申立

期間は時効により保険料を納付することができない期間である。 

   また、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払

出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立期間の保険料を納付する前

提となる別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は

見当たらない。 

   さらに、申立人は申立期間の保険料を納付した者及び保険料の納付方法

について申述を変遷させており、保険料の納付状況は不明である上、申立

期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書

等）は無く、ほかに保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

千葉国民年金 事案 3898 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 48 年８月から 51 年６月までの期間及び 55 年７月から 60

年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 48 年８月から 51 年６月まで 

             ② 昭和 55 年７月から 60 年３月まで 

    私は、昭和 51 年６月にＡ区役所の年金課において、未納であった申

立期間①の国民年金保険料を全て納付することができると勧められて、

35 か月分の保険料として４万 9,000 円くらいを納付した。申立期間①

が未納とされていることは納得できない。 

    また、昭和 55 年７月に結婚し、Ｂ市でＣ（業種）を開業した頃、Ｂ

市役所の年金課から保険料の納付書が郵送されてきたので、同年７月か

らは３か月ごとに１万 1,310 円を、その後も納期限ごとに納付してきた。

申立期間②が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、申立人は、昭和 51 年６月にＡ区役所の年金

課において、未納であった申立期間①の国民年金保険料を全て納付する

ことができると勧められて、35 か月分の保険料として４万 9,000 円く

らいを納付したと述べているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、

前後の任意加入者の資格取得日から、53 年６月頃にＡ区において払い

出され、申立人は同時期に国民年金の加入手続を行ったことが推認でき

ることから、加入時点において、申立期間①のうち 51 年３月以前の保

険料は時効により納付することができない。 

    また、申立期間①の保険料を一括して納付する場合、特例納付により

納付する方法が考えられるが、仮に申立人が昭和 53 年７月から実施さ

れた第３回特例納付により申立期間①の保険料を納付した場合、必要と



  

なる保険料額は合計で 14 万円であり、申立人が一括して納付したと申

述する保険料額と大きく相違している。 

 

  ２ 申立期間②については、申立人は、Ｂ市役所の年金課から保険料の納

付書が郵送されてきたので、昭和 55 年７月から納期限ごとに保険料を

納付したと述べているところ、住民票において、申立人が同年７月４日

にＡ区からＢ市へ転入したことは確認できるが、オンライン記録による

と、Ａ区からＢ市へ転居したことによる国民年金被保険者の住所変更日

は 60 年５月 20 日となっていることから、当該住所変更日以前にＢ市に

おいて保険料の納付書が発行されるとは考え難い上、国民年金被保険者

の住所変更が行われた同年５月を基準にすると、58 年３月以前の保険

料は時効により納付することができない。 

    また、Ａ区における国民年金手帳記号番号払出簿によれば、申立人の

備考欄には「不在」の印が押されていることが確認でき、Ｂ市へ転出し

たことにより不在被保険者と扱われた可能性が考えられることから、Ａ

区では申立人の所在は把握されておらず、保険料の収納業務は行えなか

ったことを踏まえると、申立人がＡ区において申立期間②の保険料を納

付したとも推認し難い。 

    さらに、申立期間②は 57 か月と長期間である上、一緒に保険料を納

付していたとする申立人の妻も申立期間②は申立人と同じく未納である。 

 

  ３ 申立人に対する別の手帳記号番号の有無について、オンラインシステ

ムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払出簿検索システムによる

縦覧調査の結果、申立期間において別の手帳記号番号が払い出されたこ

とをうかがわせる事情は見当たらない。 

    また、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

    これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 



  

千葉国民年金 事案 3899 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 63 年 12 月の国民年金保険料については、納付していたも

のと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 63 年 12 月 

    私は、昭和 63 年 12 月に会社を退職し、Ａ市で国民年金の加入手続を

行っており、そのときに納付書をもらっていれば必ず国民年金保険料を

納付しているはずであるので、申立期間が未納とされていることは納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 63 年 12 月に会社を退職し、Ａ市で国民年金の加入手続

を行ったと主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号は、社会保険

事務所（当時）からＢ区に払い出された手帳記号番号の一つであり、申立

人の手帳記号番号の前後の第３号被保険者の該当処理日から、申立人は平

成７年９月から同年 10 月頃までに国民年金の加入手続を行ったことが推

認できることから、当該加入手続を行うまで、申立人は国民年金に未加入

であったことがうかがえる上、同年９月を基準にすると、申立期間の国民

年金保険料は時効により納付することができない。 

   また、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払

出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の手帳記号番号が払

い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   さらに、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

千葉国民年金 事案 3900 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 56 年７月から 60 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 36 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 56 年７月から 60 年３月まで 

    私は、昭和 56 年頃に国民年金に加入して自分で国民年金保険料を納

付してきた。当時、同居する予定だった夫の祖母から、「年金はありが

たいからちゃんと払っておくように。」と言われていた。申立期間の保

険料は納付したはずであり、未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 56 年頃に国民年金に加入したと主張しているが、申立

人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出簿により 60 年

２月４日に社会保険事務所（当時）からＡ市に払い出された手帳記号番号

の一つであり、Ａ市の国民年金被保険者名簿には、「60．４カミ シンキ

シュトク」の記載があることから、申立人の国民年金の加入手続は同年４

月上旬に行われたと推認できる上、オンラインシステムによる氏名検索及

び国民年金手帳記号番号払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立

人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たら

ない。 

   また、申立人の国民年金の加入手続が行われたと推認される時点におい

て、申立期間のうち、昭和 57 年 12 月以前の保険料は時効により納付する

ことができない上、申立人は過去の保険料をまとめて納付した記憶は無い

と述べている。 

   さらに、申立期間は 45 か月と長期間である上、申立期間の保険料を納

付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに

申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

千葉国民年金 事案 3901 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 61 年４月から 63 年４月までの期間及び平成元年３月から

９年６月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認

めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 37 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 61 年４月から 63 年４月まで 

             ② 平成元年３月から９年６月まで 

    私は、昭和 61 年頃にＡ区役所から国民年金保険料の納付を督促する

通知が自宅に届いたが、届いた納付書をそのままにしており金額が増え

ため、保険料の分割納付をＡ区役所に申し出て、未納分の保険料を納付

した。それ以降の保険料については毎月納付し、申立期間の保険料は全

額納付したはずである。申立期間が未納とされていることは納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 61 年頃にＡ区役所から国民年金保険料の納付を督促す

る通知が届き、未納分の保険料を最初は分割で、その後は毎月納付してい

たと主張しているが、平成９年１月の基礎年金番号制度導入前においては、

国民年金に加入した場合、国民年金手帳記号番号の払出しを受け、その手

帳記号番号に基づき保険料を納付するところ、オンラインシステムによる

氏名検索及び国民年金手帳記号番号払出簿検索システムによる縦覧調査の

結果、申立人に手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見

当たらないことから、申立期間は国民年金に未加入の期間であり、制度上、

保険料を納付することができない期間である。 

   また、申立期間①は 25 か月、申立期間②は 100 か月と長期間にわたっ

ており、これほどの期間において行政側が年金記録事務を誤ったとは考え

難い上、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く､ほかに申立期間の保険料を納付していたことをう



  

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

千葉国民年金 事案 3902 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36 年８月から 37 年４月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36 年８月から 37 年４月まで 

    父が私の国民年金の加入手続を行ってくれ、父が集金に来た町内会の

役員に家族の国民年金保険料を納付していた。私は、父から保険料は月

額 100 円で３か月分を納付していたと聞いており、その役員が集金に来

たときに会ったこともある。申立期間が未加入とされていることは納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、父が国民年金の加入手続を行ってくれ、父が集金に来た町内

会の役員に家族の国民年金保険料を納付していたと主張しているが、申立

人の国民年金手帳記号番号は、昭和 40 年 11 月 16 日に社会保険事務所

（当時）からＡ市に払い出された手帳記号番号の一つであり、同時期以降

に国民年金の加入手続が行われたことが推認できることから、当該加入手

続を行うまで、申立人は国民年金に未加入であり、申立期間当時に保険料

を納付することはできなかったと考えられる。 

   また、申立人の国民年金の加入手続が行われたと推認される時点におい

て、申立期間の保険料は時効により納付することができない上、オンライ

ンシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払出簿検索システム

による縦覧調査の結果、申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことを

うかがわせる事情は見当たらない。 

   さらに、申立人は国民年金の加入手続及び保険料の納付に直接関与して

おらず、申立人の国民年金の加入手続及び保険料の納付を行ったとする申

立人の父は既に亡くなっており、申立期間の保険料の納付状況は不明であ

る。 



  

   加えて、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く､ほかに申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

千葉国民年金 事案 3903（事案 2284 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 47 年４月から 51 年９月までの期間及び 58 年４月から同

年７月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 47 年４月から 51 年９月まで 

             ② 昭和 58 年４月から同年７月まで 

    私は、昭和 52 年４月にＡ市Ｂ区役所にて国民年金の加入手続を行い、

今なら 47 年４月まで遡って国民年金保険料を納付できると聞いたので

同年４月から 52 年３月までの保険料として３万円から４万円を納付し

た。前回の申立てにおいて、国民年金の加入時期が 53 年 12 月だと思

っていたが、実は 52 年４月だということを思い出したので、申立期間

①について再調査してほしい。 

    また、申立期間②については、昭和 57 年８月にＡ市からＣ町（現在

は、Ｄ市）に引っ越したが、Ｃ町役場で転入の届出と国民年金の住所

変更手続を行い、同年８月から 58 年７月までの納付書を受け取り、後

日Ｃ町役場で保険料を納付したはずである。同年４月から同年７月ま

での期間が全額免除とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①に係る申立てについては、申立人は、昭和 53 年 12 月にＡ

市Ｂ区役所にて国民年金の加入手続を行い、47 年４月まで遡って国民

年金保険料を納付したと主張するところ、申立人が加入手続を行った

昭和 53 年 12 月時点は第３回特例納付実施期間中であり、申立期間①

の保険料を納付することは可能であったが、申立人が納付したとする

保険料は特例納付に必要な金額と大幅に異なる上、申立期間①の保険

料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、

ほかに保険料の納付をうかがわせる事情も見当たらないことなどを理



  

由として、既に当委員会の決定に基づき平成 22 年４月 28 日付けで申

立期間①の年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

    今回、申立人は、前回の審議結果に納得できないとして申立期間①の

ほかに、新たに申立期間②を含めて再申立てを行っているが、申立期

間①については、申立人からは申立期間①の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる新たな資料等は提出されておらず、当委員会の当初

の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人が申

立期間①の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできな

い。 

 

  ２ 申立期間②については、申立人は、昭和 57 年８月に同年８月から 58

年７月までの保険料をＣ町役場で納付したと主張しているが、57 年８

月時点では、58 年４月以降は翌年度となり、Ｄ市役所は、「57 年当時

のＣ町役場では、現年度保険料のみ納付可能だった。また、当時役場

内にＥ銀行の派出所が設置されていたが、現年度保険料のみ納付可能

であった。」と回答しており、申立期間②当時、Ｃ町役場において翌

年度分を含む保険料の収納は行われていないことから、申立人が申立

期間②の保険料を納付していたとは考え難い。 

    また、申立人が申立期間②の保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間②の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

    これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間②の国民年金保険料を納付していたもの

と認めることはできない。 



  

千葉厚生年金 事案 4116 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 23 年４月から同年 12 月１日まで 

             ② 昭和 24 年２月から同年 12 月１日まで 

             ③ 昭和 25 年２月から同年 12 月１日まで 

    私は、昭和 23 年４月から同年 12 月１日までの期間及び 24 年２月か

ら同年 12 月１日までの期間は「Ａ丸」に、25 年２月から同年 12 月１

日までの期間は「Ｂ丸」に、いずれもＣ県Ｄ市において父親と共に３年

間乗船し、Ｅ（業務）をしていたが、いずれの乗船期間も船員保険の被

保険者記録が無いことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された船員手帳（昭和 26 年２月３日交付）の記録及び

申立人の船員保険被保険者台帳（旧台帳）により、申立人が 26 年２月７

日に初めて船員保険に加入していることが確認できるが、申立期間①、②

及び③に船員として乗船していたかは確認できない。 

   また、申立人はいずれの期間においてもＣ県Ｄ市において実父と一緒に

乗船していたと主張しているところ、Ｆ協同組合は、申立期間①、②及び

③に申立人の記録は無いと回答している上、Ｇ組合にも照会したが、当該

組合は、昭和 28 年以降の記録しか分からないと回答している。 

   さらに、申立人の実父の船員保険被保険者記録は、船員保険被保険者台

帳（旧台帳）により、昭和 25 年４月６日から同年８月 15 日までが最初の

被保険者記録であることが確認でき、次に 26 年２月１日から同年 12 月１

日までがＢ丸の被保険者記録であることが確認でき、申立人の最初の被保

険者記録（26 年２月７日から同年 12 月１日まで）と符合する。 

   加えて、申立人は、結婚したときに母親からもらった船員保険年金番号



  

証が、申立期間①、②及び③に係る船員保険の記録が存在していることを

示す証拠であると主張しているが、船員保険年金番号証が交付されるよう

になったのは、「船員保険法施行規則の一部改正について（昭和 45 年５

月 29 日庁保発第 12 号）」に基づき 45 年６月１日以降であり、申立期間

①、②及び③より後であることから、申立期間①、②及び③に船員保険に

加入していたと主張する証拠とはなり得ない。 

   このほか、申立人の申立期間①、②及び③における船員保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として、申立期間①、②及び③に係る船員保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

千葉厚生年金 事案 4117 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 19 年から 20 年６月 20 日まで 

             ② 昭和 20 年 11 月 30 日から 22 年まで 

             ③ 昭和 29 年４月から 30 年３月１日まで 

             ④ 昭和 30 年 11 月１日から 31 年７月まで 

    私は、申立期間①及び②についてＡ社での厚生年金保険の加入記録が

昭和 20 年６月 20 日から同年 11 月 30 日までの５か月間となっているが、

私の記憶では 19 年頃から 22 年頃まで勤務していたと思うので、調査の

上、厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。また、申立期間③

及び④についてＢ社での厚生年金保険の加入記録が昭和 30 年３月１日

から同年 11 月１日までの８か月間となっているが、私の記憶では 29 年

４月頃から 31 年７月頃まで勤務していたと思うので、調査の上、厚生

年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、Ａ社は、既に清算結了しており、代表清算人

は、「申立期間①当時の書類は無く、申立人の勤務実態及び社会保険の

加入状況等については不明である。」と回答している。 

    また、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、昭和 19

年３月 20 日以降に厚生年金保険被保険者の資格を取得した元同僚全 21

名から供述を得ようとしたが、全員が連絡先不明又は死亡していること

から、申立人の勤務期間を特定することができない。 

    さらに、申立人の厚生年金保険被保険者記号番号（＊）は、Ａ社の被

保険者名簿により、当該番号を含む記号番号＊から＊までは同社の被保

険者に対し一括して払い出されたものであることが確認できる上、当該

記号番号の払出簿には払出日の記載は無いが、前後に記載されている他

の事業所の被保険者の資格取得日が昭和 20 年５月１日から同年８月７

日までの間で記録されていることから、申立人が同社において同年６月



  

20 日に厚生年金保険の被保険者資格を取得している記録に不自然さは

無い。 

    加えて、申立人の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）において、Ａ

社における資格取得日は昭和 20 年６月 20 日となっており、オンライン

記録と一致する。 

    このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ２ 申立期間②については、申立人がＡ社における資格を喪失した昭和

20 年 11 月 30 日から当該事業所が適用事業所でなくなった 21 年 11 月

30 日までに資格喪失している者は、４名確認できるが、いずれも連絡

先が不明であり、申立期間②における勤務実態が確認できない。 

    また、申立人の被保険者台帳（旧台帳）により、昭和 20 年 11 月 30

日に資格喪失していることが確認でき、オンライン記録と一致する。 

    このほか、申立人の申立期間②における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ３ 申立期間③及び④については、Ｂ社の事業主は、「申立期間③及び④

当時の関係書類は無く、申立人の勤務実態及び社会保険の加入状況等に

ついては不明である。」と回答しており、申立人の申立期間③及び④に

おける保険料の控除について確認できない。 

    また、Ｂ社の被保険者名簿において、申立期間③及び④に被保険者資

格を有し、連絡先が判明した３名のうち供述が得られた２名は、いずれ

も「申立人を知っているが、勤務期間について覚えていない。」と供述

しており、申立人の勤務期間について特定することができない。 

    さらに、申立人の被保険者台帳（旧台帳）により、Ｂ社における被保

険者資格を昭和 30 年３月１日に取得し、同年 11 月１日に喪失している

ことが確認でき、オンライン記録と一致する。 

    このほか、申立人の申立期間③及び④における保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ４ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

千葉厚生年金 事案 4118 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52 年８月１日から 53 年１月１日まで 

    私は、昭和 41 年４月にＡ社（当時）に入社し、平成 14 年３月末日に

Ｂ社を定年退職するまで継続して勤務したが、昭和 52 年８月１日にＣ

社（当時）Ｄ支店からＥ支店に転勤した際、標準報酬月額が 32 万円か

ら 26 万円に減額されていることが納得できないので訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る標準報酬月額の相違について申し立てている

が、Ｂ社から提出された申立人に係る「人事カード」によれば、申立人が

Ｃ社Ｅ支店において厚生年金保険被保険者資格を取得した時点の給与は

25 万 2,700 円（月俸：６万 5,700 円、資格手当：14 万 8,500 円、職務手

当：３万 8,500 円）と記載されており、その給与支給総額に見合う標準報

酬月額は 26 万円であることが確認できる。 

   また、Ｆ企業年金基金から提出された申立人に係る企業年金基金加入員

台帳により、申立期間の標準報酬月額は 26 万円であったことが確認でき、

オンライン記録と一致している。 

   さらに、当該事業所の申立期間に係る厚生年金保険被保険者名簿の標準

報酬月額とオンライン記録は一致しており、申立人の申立期間に係る標準

報酬月額について、遡及訂正等の不自然な記録訂正がなされた形跡はみら

れない。 

   このほか、申立期間において申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は

見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

千葉厚生年金 事案 4119 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 41年 10月 16日から 43年 12月 30日まで 

             ② 昭和 45 年６月 10 日から 47 年 12 月９日まで 

             ③ 昭和 48 年３月 12 日から 49 年８月１日まで 

    私の厚生年金保険の記録上、申立期間①のＡ社における標準報酬月額

は３万 9,000 円から５万 2,000 円と記録されているが、その間の給与手

取額は 16 万円から 18 万円だった。また、申立期間②のＢ社における標

準報酬月額は５万 6,000 円と記録されているが、その間の給与手取額は

21 万円から 23 万円だった。さらに、申立期間③のＣ社（現在は、Ｄ

社）における標準報酬月額は６万円から８万円と記録されているが、そ

の間の給与手取額は 13 万円だった。申立期間①、②及び③の標準報酬

月額をそれぞれの給与手取相当額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、申立人は、「Ａ社における標準報酬月額は３

万 9,000 円から５万 2,000 円と記録されているが、その間の給与手取

額は 16 万円から 18 万円だった。」と主張している。 

    しかし、申立期間①当時、Ａ社において財務担当として同社の厚生年

金保険関係事務を統括していた元取締役は、「社会保険事務所（当

時）に届け出た標準報酬月額は、各社員の給与支給額に基づいて決定

していたので、申立人の給与についても、３万 9,000 円から５万 2,000

円の給与が支払われていたと思う。」と回答している。 

    また、当該事業所において、申立人と同時期に厚生年金保険の被保険

者資格を取得している被保険者の標準報酬月額は、申立人とほぼ同一



  

水準にあることがオンライン記録により確認でき、申立人の標準報酬

月額のみが著しく低額であるという事情は見当たらない。 

    さらに、当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立期間

①に係る標準報酬月額とオンライン記録は一致しており、申立人の申

立期間①に係る標準報酬月額について、遡及訂正等の不自然な記録訂

正がなされた形跡は見当たらない。 

    このほか、申立期間①において、申立人が主張する標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情

は見当たらない。 

 

  ２ 申立期間②については、申立人は、「Ｂ社における標準報酬月額は５

万 6,000 円と記録されているが、その間の給与手取額は 21 万円から 23

万円だった。」と主張している。 

    しかし、申立期間②当時の総務担当取締役は既に死亡しており、申立

期間②に係る保険料の控除について確認することはできない。 

    また、申立人が元同僚（主任）として挙げた被保険者二人のうちの一

人は、「私の標準報酬月額は、実際に支給された給与金額と多分一致

していると思う。」と供述している上、当該事業所において、申立人

と同時期に被保険者資格を取得している被保険者の標準報酬月額は、

申立人とほぼ同一水準にあることが確認でき、申立人の標準報酬月額

のみが著しく低額であるという事情は見当たらない。 

    さらに、当該事業所の被保険者名簿の申立期間②に係る標準報酬月額

とオンライン記録は一致しており、申立人の申立期間②に係る標準報

酬月額について、遡及訂正等の不自然な記録訂正がなされた形跡は見

当たらない。 

    このほか、申立期間②において、申立人が主張する標準報酬月額に基

づく保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

 

  ３ 申立期間③については、申立人は、「Ｃ社における標準報酬月額は６

万円から８万円と記録されているが、その間の給与手取額は 13 万円だ

った。」と主張している。 

    しかし、当該事業所から提出された申立人に係る「健康保険厚生年金

保険被保険者資格喪失確認通知書」には、被保険者資格喪失時の標準

報酬月額は６万円と記載されており、オンライン記録と一致している。 

    また、当該事業所の被保険者名簿の申立期間③に係る標準報酬月額と

オンライン記録は一致しており、申立人の申立期間③に係る標準報酬

月額について、遡及訂正等の不自然な記録訂正がなされた形跡は見当



  

たらない。 

    このほか、申立期間③において、申立人が主張する標準報酬月額に基

づく保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

 

  ４ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間①、②及び③について、その主張する標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認める

ことはできない。 



  

千葉厚生年金 事案 4120 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57 年１月７日から平成元年４月１日まで 

    私は、昭和 57 年１月から平成３年 10 月に退社するまで、Ａ社に勤務

したが、申立期間の厚生年金保険の被保険者期間が欠落しているので、

被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の元同僚の供述及び社員旅行の写真から、申立期間当時、申立人は

Ａ社に勤務していたことは推認できる。 

   しかし、当該事業所は、平成元年４月１日に厚生年金保険の適用事業所

となっており、申立期間当時は適用事業所になる前の期間である上、当該

事業所の事業主及び元事務担当者は、「申立期間当時、従業員は国民年金

及びＢ（業種）関係の国民健康保険組合に各人で加入しており、厚生年金

保険料の控除はしていない。」と回答している。 

   また、申立人が氏名を挙げた元同僚は、「申立期間当時、申立人と当該

事業所で一緒に勤務したが、皆、国民年金及び国民健康保険に加入してい

た。」と供述している。 

   さらに、当該事業所が適用事業所になった日に厚生年金保険の被保険者

資格を取得した 10 人のうち、申立人を除く９人は、申立期間当時国民年

金に加入していることがオンライン記録から確認できる。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

千葉厚生年金 事案 4121 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45 年２月１日から同年８月 20 日まで 

    私は、Ａ社にＢ（職種）として昭和 45 年２月１日に入社したが、厚

生年金保険の被保険者資格取得日は、同年８月 20 日と記録されている。

同社への転職が決まってから、Ｃ社を退職したので、厚生年金保険の被

保険者期間に欠落は無いはずであり、調査の上、申立期間を被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間当時、Ａ社において被保険者資格を有していた４人は、「申立

人の入社した時期は覚えていない。」と供述しており、申立人の勤務期間

を特定することができない。 

   また、当該事業所は、昭和 49 年３月 26 日に厚生年金保険の適用事業所

でなくなっている上、当該事業所の元事業主は既に死亡していることから、

申立人の申立期間における厚生年金保険の加入状況について確認すること

ができない。 

   さらに、Ｄ健康保険組合は、「平成 12 年３月以前に資格喪失している

被保険者の記録は保持していない。」と回答している上、当該事業所に係

る事業所別被保険者名簿によれば、申立人の厚生年金保険被保険者資格取

得日は昭和 45 年８月 20 日と記録されており、オンライン記録と一致して

いる上、同被保険者名簿において、記録訂正等の不自然な点は見受けられ

ない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

千葉厚生年金 事案 4122 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年９月１日から３年 10 月１日まで 

    私は、平成２年９月１日から 14 年４月１日まで、Ａ市Ｂ区Ｃに所在

したＤ（機関）内のＥ社（現在は、Ｆ社）が運営するＧ事業所において

Ｈ（職種）として勤務し、その間、厚生年金保険に加入していたが、申

立期間に係る標準報酬月額は、実際に支給された報酬月額よりも低く記

録されているので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出されたＩ銀行Ｊ支店作成の「普通預金取引推移一覧表」

により、申立期間において、Ｅ社から振り込まれた金額は、申立人の申立

期間に係る標準報酬月額 18 万円よりも高額であることが確認できる。 

   しかし、Ｆ社は、「申立期間において、申立人の申立てどおりの標準報

酬月額を 30 万円から 32 万円とする厚生年金保険の被保険者資格取得の届

出を行い、当該標準報酬月額に相当する厚生年金保険料を控除したか否か

は、当時の関係書類が無いため、不明である。」と回答している。 

   また、申立人が氏名を挙げた申立期間当時の上司の標準報酬月額は、被

保険者資格取得日である平成元年 11 月 16 日から２年６月まで 20 万円と

なっているところ、当該元上司は、「私の２年５月分の給与明細書には、

基本給が 19 万 3,700 円、手取りが 32 万 6,684 円と記載されている。当時、

採用直後の３か月間は、試用期間であったため、基本給が低額に抑えられ

たものと思われ、その記録に不満は無い。」と供述している。 

   さらに、申立期間当時、当該事業所のＫ事務所において、給与事務を担

当していた元社員は、「申立人は、採用当初は準社員であったと記憶して



  

いる。準社員の場合、基本給は低額で定められていたが、手取額は、残業

手当等の諸手当を含むと、申立人の主張どおりの額が支給されていた。厚

生年金保険関係の事務は本社人事課が行っていたが、申立人の被保険者資

格取得時の標準報酬月額は、基本給相当額が届けられたものと思われ

る。」と供述している。 

   このほか、申立期間において申立人が主張する標準報酬月額に基づく保

険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

千葉厚生年金 事案 4123 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27 年４月２日から 30 年６月 30 日まで 

    私は、Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間について、脱退手当

金を受け取った覚えが無く、申立期間に一緒に働いていた元同僚は、申

立期間に係る厚生年金を受給しているので、申立期間の被保険者期間を

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の厚生年金保険被保険者台帳の保険給付欄には、給付種類に

「脱」の記載があり、資格期間、平均標準報酬月額、支給金額及び支給日

の記載があるとともに、申立期間の脱退手当金の支給額に計算上の誤りは

無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から 15 日後の昭

和 30 年７月 15 日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さ

はうかがえない。 

   また、申立人の脱退手当金は昭和 30 年７月 15 日に支給決定されている

が、当時は通算年金制度創設前であり、申立期間の事業所を退職後、57

年６月まで厚生年金保険への加入歴が無い申立人が脱退手当金を受給する

ことに不自然さはうかがえない。 

   さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

千葉厚生年金 事案 4124 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46 年 10 月１日から 47 年８月１日まで 

    私は、昭和 46 年６月にＡ社（現在は、Ｂ社）に入社し、三交代制で

業務に従事した。この間、給与は昇給こそあったが、降給は無かったの

で、申立期間について標準報酬月額が下がっていることに納得できない。

調査の上、正しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る標準報酬月額の相違について申し立てている

が、Ｂ社は、賃金台帳等の申立人に係る関連資料について、「平成８年

10 月１日にＡ社と合併したので、それ以前の資料は、保存していないし、

所在も不明である。」と回答していることから、申立人の申立期間に係る

報酬月額及び厚生年金保険料控除額について確認できない。 

   また、Ｃ健康保険組合は、申立人の加入記録等について、「申立人の記

録については、残っていない。」と回答している上、Ａ社の申立人に係る

厚生年金保険被保険者原票の記録とオンライン記録は一致しており、申立

期間における標準報酬月額について、遡及訂正等の不自然な記録管理が行

われた形跡はうかがえない。 

   このほか、申立期間において申立人が主張する標準報酬月額に基づく保

険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

千葉厚生年金 事案 4125 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42 年９月 26 日から 43 年 10 月 20 日まで 

    私は、昭和 42 年９月 26 日から 43 年 10 月 20 日までＡ区にあるＢ社

にＣ（職種）として勤務していた。一緒に勤務していた元同僚には厚生

年金保険の加入記録があるのに、自分だけ厚生年金保険の加入記録が無

いことは納得できないので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録により、申立人は、申立期間においてＢ社に勤務し

ていたことは確認できる。 

   しかし、事業主は、「申立期間当時の資料を保管していないため、申立

人の厚生年金保険の加入状況等は不明である。」、「昭和 50 年頃まで、

Ｃ（職種）は給与の日払を希望して厚生年金保険の加入を拒む者が少なく

なかった。」と回答している。 

   また、当該事業所が加入しているＤ厚生年金基金は、「申立人のＢ社に

おける加入員記録は確認できない。また、厚生年金基金と社会保険事務所

（当時）への届出様式は複写式であった。」と回答している上、当時勤務

していた元従業員は、「申立人のことは覚えているが、勤務期間は不明で

ある。また、厚生年金保険の加入状況については分からない。」と供述し

ている。 

   さらに、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立

期間に申立人の氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番は無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

千葉厚生年金 事案 4126 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 45 年９月１日から 46 年９月頃まで 

             ② 昭和 48 年３月１日から同年６月頃まで 

             ③ 昭和 48 年７月頃から 51 年頃まで 

             ④ 昭和 52 年 12 月頃から 53 年 12 月頃まで 

             ⑤ 昭和 58 年４月１日から 62 年３月 31 日まで 

             ⑥ 昭和 61 年 12 月頃から 62 年２月１日まで 

    私は、Ａ社Ｂ支店を退職し、昭和 45 年９月１日から同社の派遣社員

となりＣ事業所Ｄ課のＥ事務所に 46 年９月頃まで勤務していた。48 年

３月１日から同年６月頃までの期間については、Ｆ社に勤務していた。

同年７月頃から 51 年頃までの期間については、Ｇ氏の経営する事業所

でＨ（業務）をしていた。52 年 12 月頃から 53 年 12 月頃までの期間に

ついては、Ｉ社に勤務していた。58 年４月１日から 62 年３月 31 日ま

での期間については、Ｊ事業所にＫ（職種）として勤務していた。61

年 12 月頃から 62 年１月末までの期間については、アルバイト募集の広

告を見て応募し、Ｌ社（現在は、Ｍ社）に勤務しＮ（業務）をしていた。 

    それぞれの申立期間において厚生年金保険の加入記録が欠落している

ことは納得できないので、調査の上、厚生年金保険の記録を訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、申立人は、「Ａ社Ｂ支店を退職し、昭和 45

年９月１日から同社の派遣社員となりＣ事業所のＥ事務所に 46 年９月

頃まで勤務していた。」と主張している。 

    しかし、Ａ社は、「当社が保管している資料に申立人の申立期間①に



  

係る厚生年金保険の加入記録は無く、申立人が申立期間①において勤

務していたかどうか不明である。」と回答しており、申立人の勤務期

間について特定することができない。 

    また、当該事業所の総務部会計課に勤務していた元従業員は、「申立

期間当時、Ｏ（部門）のＰ課にＱ（業務）を行う部署はあったが、会

社からＣ事業所Ｅ事務所への派遣社員制度があった記憶は無い。」と

回答している。 

    さらに、申立人は、派遣先事務所の元同僚の氏名及び勤務地を記憶し

ていないことから、調査を行うことができず、申立人の厚生年金保険

料の控除について証言を得ることができない。 

    このほか、申立人の申立期間①における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ２ 申立期間②については、申立人は、「Ｆ社に勤務していた。」と主張

しており、当該事業所から受領したとする給与明細書を提出している。 

    しかし、事業主は、「当時の資料は保存されておらず、申立人が勤務

していたか否かは不明である。また、申立人から提出された給与明細

書は、当社が作成発行したものか否かは不明である。」と回答してお

り、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の適用状況等について確認す

ることができない。 

    また、申立人が元同僚として氏名を挙げた者は既に死亡しているため、

当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間

②前後に厚生年金保険被保険者資格を有する者について調査したとこ

ろ、唯一連絡が取れた元従業員は、「申立人のことは記憶に無い。」

と供述している。 

    さらに、上記被保険者名簿において、申立期間②に申立人の氏名は無

く、健康保険の整理番号に欠番は無い。 

    このほか、申立人の申立期間②における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ３ 申立期間③については、申立人は、「Ｇ氏の経営する事業所でＨ（業

務）をしていた。」と主張しているところ、申立人が事業主の親族と

して氏名を挙げた者から、事業所の名称が「Ｒ」又は「Ｓ」であった

との供述が得られたが、オンライン記録において、「Ｒ」又は「Ｓ」

に類似する名称の厚生年金保険の適用事業所は確認できない上、所在

地を管轄する法務局において「Ｒ」又は「Ｓ」という事業所の商業登

記の記録は確認できない。 

    また、申立人が事業主として氏名を挙げた人物については、オンライ



  

ン記録において、厚生年金保険の被保険者記録は確認できない。 

    さらに、申立人は元同僚の氏名を記憶していない上、上記事業主の親

族は当該事業所について、「住み込みの者が２、３名働いていた程度

の小規模なお店であったと記憶している。」としている以外に具体的

な供述は得られず、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の適用状況に

ついて確認することができない。 

    このほか、申立人の申立期間③における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ４ 申立期間④については、Ｉ社の元事業主の証言から、勤務期間は特定

できないものの、申立人が当該事業所に勤務していたことは推認でき

る。 

    しかし、元事業主は、「当社は、現在は事業活動を休止しており、当

時の資料は保管しておらず、申立人の勤務実態等は不明である。」と

回答しており、申立人の厚生年金保険の適用状況について確認するこ

とができない。 

    また、当該事業所の被保者名簿において、申立期間④に被保険者資格

を有する４名に照会を行ったが、回答を得ることができず、申立人の

保険料控除について確認することができない。 

    さらに、上記被保険者名簿において、申立期間④に申立人の氏名は無

く、健康保険の整理番号に欠番は無い。 

    このほか、申立人の申立期間④における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ５ 申立期間⑤については、申立人は、「Ｊ事業所にＫ（職種）として勤

務していた。」と主張しているところ、事業主及び元従業員の証言か

ら、勤務期間は特定できないものの、当該事業所にアルバイトのＴ

（職種）として勤務していたことは推認できる。 

    しかし、事業主は、「当時の資料が保管されていないため正確な勤務

期間は不明であるが、申立人がアルバイトのＴ（職種）として週に１

回か２回勤務していた記憶はある。ただし、アルバイトについては、

社会保険等の加入は一切させていなかった。」と回答している。 

    また、当該事業所の元従業員は、「申立人はアルバイトのＴ（職種）

であったと思う。」としているほか、Ｕ（業務）担当の元従業員も、

「申立人のことは記憶に無いが、Ｔ（職種）は、全員アルバイトであ

った。」と供述している。 

    さらに、当該事業所の被保険者名簿において、申立期間⑤に申立人の

氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番は無い。 



  

    このほか、申立人の申立期間⑤における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ６ 申立期間⑥については、申立人は、「Ｌ社にはアルバイト募集の広告

を見て応募し、Ｎ（業務）をしていた。」と主張している。 

    しかし、Ｍ社は、「申立人が申立期間⑥に勤務していたかどうか不明

である。また、当社ではアルバイト従業員であれば社会保険に加入さ

せていない。」と回答している。 

    また、申立人は元同僚の氏名を記憶していないことから、当該事業所

の被保険者名簿により、申立期間⑥において被保険者資格を有する２

名に照会したが、回答を得ることができず、申立人の勤務実態及び厚

生年金保険の適用状況について確認することができない。 

    さらに、上記被保険者名簿において、申立期間⑥に申立人の氏名は無

く、健康保険の整理番号に欠番は無い。 

    このほか、申立人の申立期間⑥における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ７ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①から⑥までに係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めること

はできない。 



  

千葉厚生年金 事案 4127 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成９年 11 月 21 日から 13 年７月 27 日まで 

             ② 平成 13 年 11月１日から 16 年 10月 27日まで 

    私は、平成９年 11 月 21 日から 13 年７月 26 日までＡ（職種）として

Ｂ社に勤務していたが、この期間に実際に支給されていた給与は 45 万

円から 50 万円であり、記録されている標準報酬月額は大幅に低すぎる。

また、同年 11 月から 16 年 10 月 26 日までＡ（職種）としてＣ社に勤務

していたが、この期間に実際に支給されていた給与は 50 万円から 55 万

円であり、記録されている標準報酬月額は大幅に低すぎる。納得できな

いので、調査して厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間①及び②の標準報酬月額の相違について申し立てて

いるが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（以下「特例法」という。）に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、

これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除

していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれ

に基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額の

いずれか低い方の額を認定することとなる。 

   したがって、申立期間①及び②について、申立人から提出された源泉徴

収票における給与支給額は、オンライン記録の標準報酬月額より高額であ

るものの、社会保険料控除額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の

標準報酬月額とほぼ一致していることが確認できることから、特例法によ

る保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 



 

  

千葉厚生年金 事案 4128 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48 年６月１日から 50 年７月１日まで 

    私は、昭和 48 年６月１日から 50 年７月１日までＡ事業所（その後、

Ｂ社）にＣ（職種）として勤務しており、厚生年金保険料を給与から控

除されていたので、申立期間について、被保険者であったことを認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「昭和 48 年６月１日から 50 年７月１日までＡ事業所にＣ

（職種）として勤務しており、厚生年金保険料を給与から控除されてい

た。」と主張しているところ、当該事業所の経営形態等について具体的に

記憶していることなどから、勤務期間は特定できないものの、申立人がＡ

事業所に勤務していたことは推認できる。 

   しかし、オンライン記録において、Ｂ社（昭和 50 年５月設立）は、58

年３月９日に厚生年金保険の適用事業所になっており、申立期間は適用事

業所になる前の期間である上、個人事業所としての「Ａ事業所」及び個人

事業主である「Ｄ」の名称では、厚生年金保険の適用事業所として確認で

きない。 

   また、事業主は、「申立期間当時は、当社は厚生年金保険に加入してい

ないので、申立人の給与から保険料を控除していない。」と回答している。 

   さらに、オンライン記録において、事業主及びその妻は、申立期間にお

いて厚生年金保険に加入していないことが確認できる。 

   このほか、申立人の申立期間における保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

  

千葉厚生年金 事案 4129 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年 10 月１日から 10 年７月 16 日まで 

    私は、Ａ社に昭和 42 年１月から平成 10 年７月まで勤務していたが、

申立期間は、毎年２万円くらいの昇給があったにもかかわらず、標準報

酬月額が増額変更されることなく、41 万円と記録されていることは納

得できないので、調査して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間について毎年２万円

くらいの昇給があったにもかかわらず、標準報酬月額が増額変更されるこ

となく、41 万円と記録されていることは納得できない。」と主張してい

る。 

   しかし、当該事業所は、平成 21 年２月 21 日に厚生年金保険の適用事業

所でなくなっている上、破産宣告を受けて倒産しており、事業主の所在が

判明しないことから、申立人の申立期間に係る報酬月額及び厚生年金保険

料の控除について確認することができない。 

   また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人

と同時期に被保険者資格を取得し、申立期間に被保険者期間を有する者は

８名いるが、オンライン記録において、申立期間中の標準報酬月額が申立

人の主張するとおりに毎年増額変更されている者は１名も確認できない上、

申立期間において、１等級増額変更された者はいるが、標準報酬月額が２

等級以上変更されている者は確認できないため、申立人のみが特殊な取扱

いを受けていたという事情は見当たらない。 

   さらに、上記元同僚のうち所在の判明した７名に照会したところ、その



 

  

うち４名から回答があったが、具体的な証言は得られず、申立人の主張す

る標準報酬月額に基づく保険料控除について確認することができない。 

   加えて、当該事業所が加入していたＢ厚生年金基金の加入記録について

企業年金連合会へ照会したところ、申立期間に係る同基金の標準報酬月額

の記録とオンライン記録の標準報酬月額は、一致していることが確認でき

る上、オンライン記録において、申立期間の標準報酬月額の遡及訂正等の

不自然な記録訂正がなされた形跡は見当たらない。 

   このほか、申立期間において申立人が主張する標準報酬月額に基づく保

険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 


